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■4～6 月期の実質 GDP は前年同期比▲12.2％ 

新型コロナの感染封じ込めに向けたロックダウン

（都市封鎖）を受けて、タイ経済は 4～5 月にかけて

大幅に悪化した。その結果、4～6 月期の実質 GDP

は前年同期比▲12.2％と、アジア通貨危機発生後の

1998 年 4～6 月期（同▲12.5％）に迫る大幅マイナ

スとなった（右上図）。 

その後、市中感染の沈静化を受けてロックダウン

が緩和されたため、PMI（購買担当者指数）や消費

者信頼感指数等、速報性の高い経済指標は足元にか

けて改善傾向に転じている（右下図）。ただし、①

商業施設等への入店人数制限等、第 2 波の予防に向

けた規制が継続すること、②厳しい入国制限が継続

するなか、名目 GDP の 1 割強を占める観光サービ

ス輸出の持ち直しは当面期待できないこと、③先進

国の景気悪化に伴い、名目 GDP の約 6 割を占める輸出の低迷が続くこと、等を踏まえると、景気回復

ペースは緩慢なものにとどまると見込まれる。 

 

■高まる政治不安定化リスク 

新型コロナに関連した景気下押し圧力だけでなく、

政治の不安定化により景気回復が阻まれるリスクも

無視できない。民政復帰後も首相の座にとどまり続

けるプラユット首相を巡っては、同氏を支持する「親

軍政派」とそれに反対する「反軍政派」の対立が続

いているが、新型コロナの感染抑制に向けた集会等

の禁止に伴い、与野党間の対立は年央にかけて一時

休戦状態にあった。しかし、ロックダウンの緩和と

ともに政治デモも活発化しつつあり、8 月中旬には

2014 年の軍事クーデター以来の大規模な反政府集

会が開催された。なお、今回の反政府デモでは、プ

ラユット政権の退陣や軍政下で策定された憲法改正

等の要求だけでなく、不敬罪の廃止や王室予算の削

減等、これまでタブーであった王室改革も含まれて

おり、今後は王制が新たな政治の対立軸となってい

く可能性がある。 

先行き、足元の動きが 2013 年後半から 2014 年前半のような大規模な反政府デモに発展する場合、

大型投資案件の許認可の遅れや訪タイ観光客の回復の遅れによる景気低迷の長期化が避けられない。ま

た、そうした事態が回避されても、国会内で与野党間の政治対立は続き、経済改革推進の足かせとなる

ことで、景気下押し圧力となり続ける公算が大きい。 
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